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改正パート法　今週にも委員会採決

パート法は５月９日、参議院本会議で趣旨説明の後１５日に６時間、１７日に５時間の委員会質疑がおこなわれました。１６日には参考人質疑も行われ、２２日に６時間の質疑、２３日には東京のスーパー｢マルエツ｣調査に入り、今週２４日にも委員会採決される見通しだ。

参議院本会議の代表質問では、民主党の岡崎トミ子議員が「例えば転居を伴う転勤や残業に応じられない正社員をパートに転換してしまうことを防ぐような規定はあるのでしょうか。転換された労働者が、調停等を申し立てる権利は確保されているのか。」と質問。安倍首相は「パート労働者を含め、労働条件の不利益変更を事業主の一存で合理的な理由なく一方的に行うことはおよそ法的に容認されないものでありますが、仮に紛争となった場合には、個別労働関係紛争解決促進法に基づき、適切に指導等を行ってまいります。」と答弁した。

しかし個別労働関係紛争解決促進法で認められているのはあっせんの申請にすぎず、結局は裁判するしかない状態の下で多くの未組織労働者は泣き寝入りを強いられているのが現状だ。また岡崎議員は「（差別禁止対象の基準に）当てはまらない圧倒的多数を占める労働者はどうなるのか。政府案のように均衡処遇の努力義務しかなければ、正社員と少しでも仕事が違ったり、期間の定めのある労働契約を締結したり、あるいは配置転換や転勤を予定しなければ、使用者は均衡処遇のために努力をしたと言いさえすれば差別を放置しても許されることになりかね」ないと指摘。

５月１５日の厚生労働委員会の質疑で民主党の円より子議員が、「職務の内容、人材活用の仕組み、人事異動の有無及び範囲、そして契約期間の３つにおいて正社員と同視すべきものは短時間正社員になるのだろうと思うが、逆に正社員がこの３つの要件を満たせない人が出てきたときに『あなたは正社員の３つの要件にならないから』と言われたときの救済手段がない」と追及した。
政府の規制改革会議

労働分野の規制緩和に関する意見書を発表

21日、政府の規制改革会議（草刈隆郎議長）の再チャレンジワーキンググループは、労働分野の規制緩和に関する意見書を発表、労働法制の大幅な規制緩和を提言した。同会議が今月末にまとめる第１次答申に会議側の見解として盛り込まれ、今後3年間かけて検討する。
安倍政権がワーキングプアなど格差解消に向け取り組む最低賃金の引き上げについては「不用意に最低賃金を引き上げることは、その賃金に見合う生産性を発揮できない労働者の失業をもたらす」と指摘し、最低賃金審議会が都道府県別の最低賃金を決める際に配慮する条件に、その地域の「生活保護給付水準との整合性」を加える内容。企業が支払い不能な水準になることのないようクギを刺した。  
　労働分野の問題について「労働者保護の色彩が強い労働法制は、企業の正規雇用を敬遠させる。労働者の権利を強めれば、労働者保護が図られるという考え方は誤っている」と指摘。最低賃金引き上げや、労働時間の上限規制などを疑問視している。
　女性労働者について「過度に権利を強化すると、雇用を手控えるなど副作用を生じる可能性がある。あらゆる層の労働者のすべてに対して開かれた平等な労働市場の確立こそ真の労働改革だ」と表明している。
　労働市場の規制について「当事者の意思を最大限尊重する観点から見直す」と強調。そのうえで(1)解雇規制の緩和と解雇の金銭的解決の試行的導入(2)派遣労働の業種制限を完全撤廃(3)労働政策審議会の抜本的見直しによる公正な政策決定の実現――など具体的には(1)は人員削減の必要性など解雇の要件が厳しく、使用者の解雇権や雇い止めが著しく制限されているとして、規制緩和の検討を打ち出した。また、労働契約法案に盛り込むことが見送られた解雇の金銭解決についても試行的導入を検討するとしている。
　(2)では禁止されている港湾運送や建設、警備などへの派遣解禁、派遣期間（最長３年）の制限撤廃を提言。(3)では労使が調整するやり方からフェアな政策決定機関にゆだねるべきだとしている。
｢5.17新宿宣伝行動｣で見たこと、聞いたこと　　　　　　婦団連　伍　淑子
　署名を寄せてくれた人は6名でしたが、会話をした人は5名、日頃話などしない若い男性が自分から進んで話すのは、はじめてです。
それだけ深刻になっているのだと思います。9割の人が政治不信を言っていました。大きなパネルは宣伝効果があっていいですね、よく読んで通ります。久しぶりの宣伝行動で国民の意識の変化を実感しました。　

片方の足が不自由でぞうり履き、昔の日雇い労働者風で懐かしいおじさん｢ほんとうにおかしいよ。前は正社員だったけど、今は契約。将来が見えないよ。残業代も出ないし、いつまで仕事があるのか｣。30代前半の背広の男性｢この署名どこに出すの？国会議員で誰が支持しているのか。（紹介議員は民主、社民、共産党と説明）日本はおかしい、望みがないから教員資格を取ろうかとおもっている。時給800円のアルバイト、あまり安いから千円にならないかって労働相談に電話したら、親切に相談にのってもらった。あきらめちゃいけないかな｣。有給休暇行使の若者｢職場に労働組合があるから、春闘で賃金は上がった。でも休暇もなかなか取れないが、今日は有給をやっと取った｣。組合は大事だよ、頑張れと激励。宣伝行動に参加して労働者に励まされました。
【当面の取り組みについて】

○　５・２５第一次最低デーのとりくみについて
①　５月25日（金）を07年の「最賃行動スタート日」（第１次最賃デー）とし、中央、全国各地で673分座り込み行動（ハンガーストライキ）などを実施。
また、この日に、「地域最賃1000円」の実現を求め、全労働局請願行動を実施。
○　国会行動について

① ５月23日（水）議員会館前集会(12時15分～13時)

② ５月25日（金）全労連5.25最賃デー中央行動。

③ ６月６日（水）議員会館前集会(12時15分～13時)
※　労働法制の拡充を求める請願署名がありましたら６月５日までに全労連に送付してください。
○宣伝行動について

５月30日（水）18時00分～19時00分　新宿駅西口
６月12日（火）18時00分～19時00分　新宿駅西口
６月27日（水）18時00分～19時00分　新宿駅西口









